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令和６年度決算審査意見書

第１ 審査の概要

１．審査の対象

各会計歳入歳出決算

令和６年度 岬町一般会計歳入歳出決算

令和６年度 岬町国民健康保険特別会計歳入歳出決算

令和６年度 岬町後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算

令和６年度 岬町介護保険特別会計歳入歳出決算

令和６年度 岬町淡輪財産区特別会計歳入歳出決算

令和６年度 岬町深日財産区特別会計歳入歳出決算

令和６年度 岬町多奈川財産区特別会計歳入歳出決算

２．審査の期間

令和７年７月３０日（水）

３．審査の手続

令和６年度一般会計及び特別会計決算の審査に当たっては、町長から提出さ

れた歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び

財産に関する調書について、計数に誤りがないか、財政運営は健全か、財産管

理は適切か及び予算の執行について関係法令に従って効率的になされているか

等に主眼をおき、それぞれの関係諸帳簿及び証拠書類との照合、その他必要と

認める審査手続をもって実施した。また、決算は通常、予算に基づいて金銭の

出納結果を計数的に整理したものとしてだけ理解されがちであるが、その金銭

の収支は、行政目的を達成する手段として行われるものであり、目指す基本は、

その金銭の収支によって、どれだけ住民の福祉を高めることができたかにある

はずである。しかも、その財源は住民が負担した税金が中心となり、その支出

は、住民全体の利益のために直接又は間接的に役立つことを目指して行った本

町の事務事業にかかる経費の累積である。よって、決算は、一会計年度におい

て、効率よく仕事がなされたか否かを見るための、本町の行政の成績書である

と考えられる。この決算の審査に当たっては、これらの考えを踏まえて実施し

た。
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第２ 審査の結果

１．決算計数について

審査に付された一般会計及び特別会計の歳入歳出決算書、歳入歳出決算事項

別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関する調書の計数は、それぞれの

関係諸帳簿及び証拠書類と照合審査した結果、誤りのないものと認められる。

２．財政状況について

行政サービスの向上と簡素で効率的な行財政運営の確立を図るため、令和６

年度予算は、「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」で示されている早

期健全化基準や財政再生基準を念頭におき、再生団体への転落回避に向け引き

続き歳入の確保に努めるとともに、歳出全般にわたる徹底した見直しを行いつ

つ、「第５次総合計画」に掲げる「みんなでつくる 恵み豊かな温もりのまち

“みさき”」の実現に向け、限られた財源を活用することとして編成されたも

のである｡令和６年度の財政状況について、実質収支は一般会計で 8,433 万 7 千

円（前年度 8,059 万 7 千円）、特別会計で 5,601 万 7 千円（前年度 1億 1,778

万 6 千円）となっている。また、普通会計における財政分析については、実質

収支比率 1.8％（前年度 1.8％）、経常収支比率 94.5％（前年度 94.6％）、実

質公債費比率（３ヶ年平均）11.0％（前年度 11.6％）となっており、早期健全

化基準を下回っているものの、今後も引き続き、健全な財政運営に努められた

い。

第３ 決算の概要

１．各会計の総括

令和６年度一般会計・特別会計の予算総額は、136 億 406 万 1 千円（前年比

6.3％減）で、これに対する決算額は、

歳入 131 億 5,518 万 2,964 円 （予算総額に対する割合 96.7％）

歳出 130 億 975 万 8,100 円 （予算総額に対する割合 95.6％）

で歳入歳出予算差引額は 1億 4,542 万 4,864 円となっている。

一般会計は、教育、福祉、保健衛生、防災に関する事務及び住宅、道路等の

維持管理など本町が行う行政の大部分を経理執行しているものである。

特別会計は、地方公共団体が特定の事業を行う場合その他特定の歳入をもっ

て特定の歳出に充て、一般の歳入歳出と区分して経理する必要がある場合にお

いて、一般会計から分離して別に経理収支を行う会計をいい、本町では、国民

健康保険特別会計をはじめ６特別会計を設置し、その経理の明確化を図ってい

る。
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なお、最近３箇年における一般会計・特別会計の決算状況は次表のとおりで

ある。

（単位：円）

２．一般会計

概 況

一般会計の予算現額は 85 億 2,401 万 1 千円で、前年度に比較して 2億 794 万

8 千円の減少となっており、これに対する決算額は、

歳入 83 億 813 万 1,202 円 （予算現額に対する割合 97.5％）

歳出 82 億 1,872 万 2,182 円 （予算現額に対する割合 96.4％）

で、歳入歳出差引額 8,940 万 9,020 円となっており、実質収支は 8,433 万

7,020 円の黒字となっている。

（１）歳入の状況

歳入は、予算現額 85 億 2,401 万 1 千円に対し、収入済額 83 億 813 万

1,202 円で、予算現額に対する収入率は 97.5％（前年度 96.9％）となって

いる。予算現額と収入済額との比較において主なものは、町税 155 万 2,931

円の減、分担金及び負担金 471 万 9,303 円の減、国庫支出金 8,231 万 9,666

円の減、府支出金 309 万 1,504 円の減、繰入金 1 億 995 万 2,006 円の減、

町債 720 万円の減となっており、各収入科目における予算計上及び各収入

額については、概ね適正に執行されている。

本年度の収入済額は、前年度に比較して、1 億 5,385 万 6,267 円

（1.8％）の減少となっているが、主な内訳は、町税 1 億 26 万 4 千円の減、

譲与税・交付金 8,604 万 9 千円の増、地方交付税 1 億 1,816 万 9 千円の増、

区 分 会計別 予 算 現 額 収入済額 支出済額

令和６

年度

一 般 8,524,011,000 8,308,131,202 8,218,722,182

特 別 5,080,050,000 4,847,051,762 4,791,035,918

総 計 13,604,061,000 13,155,182,964 13,009,758,100

令和５

年度

一 般 8,731,959,000 8,461,987,469 8,378,965,395

特 別 5,780,264,000 5,517,036,716 5,399,250,177

総 計 14,512,223,000 13,979,024,185 13,778,215,572

令和４

年度

一 般 8,672,434,000 8,202,256,263 8,079,925,521

特 別 5,788,814,000 5,571,084,399 5,493,089,449

総 計 14,461,248,000 13,773,340,662 13,573,014,970
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国庫支出金 3,222 万 3 千円の減、府支出金 2,654 万 1 千円の増、地方債 1

億 1,555 万 8 千円の減、寄附金 3,245 万 2 千円の増、繰入金 1億 4,565 万 8

千円の減、繰越金 3,930 万 9 千円の減、諸収入 1,262 万 3 千円の増である。

町税、国庫支出金、地方債、繰入金、繰越金は減収となったが、譲与税・

交付金、地方交付税、府支出金、寄附金、諸収入は増加した。

歳入の中心となる町税収入額は、17 億 4,113 万 9,069 円（うち町民税 6億

7,760 万 1,790 円、固定資産税 9 億 4,090 万 8,427 円、軽自動車税 4,966 万

200 円、町たばこ税 7,296 万 8,652 円）で前年度決算額と比較して 5.4％の

減となっている。また、歳入総額に占める町税収入の割合は 21.0％で、前年

度と比較して減少している。町税の徴収率については、95.9％（現年度課税

分 99.4％、滞納繰越分 32.8％）となっており、前年度と比較して増加して

いる。今後も徴収率の向上に努められたい。

（２）歳出の状況

歳出は、予算現額 85 億 2,401 万 1 千円に対し、支出済額 82 億 1,872 万

2,182 円、翌年度繰越額 9,165 万円、不用額 2億 1,363 万 8,818 円で、執行

率は、96.4％となっている。

予算現額と支出済額との比較において主なものは、総務費 2,361 万 9,133

円の減、民生費 1 億 7,497 万 6,500 円の減、衛生費 3,012 万 6,468 円の減、

土木費 2,662 万 1,746 円の減、教育費 2,265 万 9,582 円の減となっており、

各支出科目における予算計上及び各支出額については、概ね適正に執行さ

れている。

本年度の支出済額は、前年度に比較して、1 億 6,024 万 3,213 円

（1.9％）の減額となっているが、主な内訳は、総務費 9,125 万 3 千円の増、

民生費 8,738 万 5 千円の減、衛生費 4,505 万 9 千円の減、商工費 4,433 万 9

千円の減、土木費 2 億 8,055 万 8 千円の減、教育費 5,897 万 7 千円の減、

災害復旧費 2 億 594 万 5 千円の増、公債費 1,051 万 9 千円の減、諸支出金

4,856 万 6 千円の増である。

歳出の状況を概観すると、民生費は令和５年度での働く世代応援商品券

の配布の影響等で減少、商工費は令和５年度での事業者支援金の支給の影

響等で減少、土木費は町道西畑線バイパス化事業の完了等で減少したこと

で、全体として減少している。各種事業の執行については、概ね良好な進

捗状況となっている。

今後も各種事業の執行に当たっては、適確な事業計画により効率的かつ

効果的な事業の執行に努めるとともに、令和７年度以降は事業内容の精査

など行財政改革を行い、財政健全化に向け取り組まれたい。
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３．特別会計について

本町は、一般会計のほかに国民健康保険特別会計をはじめ６特別会計を設置

し、その経理の明確化を図っている。

なお、令和５年度まで存在した下水道事業特別会計及び漁業集落排水事業特

別会計については、令和６年度から地方公営企業法を適用し、下水道事業会計

に移行した。

特別会計決算の合算

各特別会計別の決算状況は以下のとおりであり、各会計の事業執行の状況は、

概ね適正なものとなっている。

（１）国民健康保険特別会計について

この会計については、医療費の動向に応じた保険料率を設定し運営している。

本年度における被保険者一人当たりの医療費（保険給付費）の見込みは 46 万

8,867 円で、令和５年度に比べ 1.3％の減となっている。

今後も、大阪府等の関係機関と十分連携し、医療費の抑制が保険料の抑制に

つながることから保健事業を積極的に推進し、被保険者の健康づくりへの意識

を高め、長期的な視点に立った財政基盤の安定化に努められたい。

（２）後期高齢者医療特別会計について

後期高齢者医療制度は、平成２０年度より老人保健制度から移行した制度で

あるが、大阪府後期高齢者医療広域連合等の関係機関と十分連携し、制度の安

定的な運営を図られたい。

歳 入 48 億 4,705 万 1,762 円

歳 出 47 億 9,103 万 5,918 円

歳入歳出差引額 5,601 万 5,844 円

歳 入 21 億 6,629 万 1,228 円

歳 出 21 億 8,980 万 694 円

歳入歳出差引額 △2,350 万 9,466 円

歳 入 3 億 8,603 万 9,141 円

歳 出 3 億 7,990 万 6,617 円

歳入歳出差引額 613 万 2,524 円
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（３）介護保険特別会計について

介護保険制度は、高齢社会に対応した保健医療の向上および福祉の増進を図

ることを目的に、国民の共同連帯の理念に基づき創設された。今後も介護サー

ビス対象者の増加に伴い介護給付費の増加が見込まれることから、要介護状態

になるおそれのある高齢者及び軽度認定者への介護予防の取り組みを進め、高

齢者の自立支援に向け、適正な事業実施に努められたい。

（４）淡輪財産区特別会計について

（５）深日財産区特別会計について

（６）多奈川財産区特別会計について

各財産区特別会計総括

各財産区特別会計において、財産区財産の管理を行っている。深日財産

区特別会計及び多奈川財産区特別会計については、前年度に引き続き、本

年度も一般会計における公共事業等に対する繰出しを行っている。また、

深日財産区特別会計及び多奈川財産区特別会計は、岬町に対して財産区基

金を活用した長期貸付を実施している。今後も、基金管理を適正に執行す

るとともに、地域住民の福祉の向上に寄与されたい。

歳 入 22 億 901 万 9,908 円

歳 出 21 億 3,562 万 7,122 円

歳入歳出差引額 7,339 万 2,786 円

歳 入 235 万 9,494 円

歳 出 235 万 9,494 円

歳入歳出差引額 0円

歳 入 5,243 万 1,080 円

歳 出 5,243 万 1,080 円

歳入歳出差引額 0円

歳 入 3,091 万 911 円

歳 出 3,091 万 911 円

歳入歳出差引額 0円
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４．財政運営等について

本町の財政構造等を比較検討するため、令和６年度地方財政状況調査（決算

統計）から普通会計の決算状況は次のとおりとなっている。

前年度に比べ歳入総額で 1 億 5,411 万 9 千円(1.8%)の減少、歳出総額は 1 億

6,050 万 6 千円(1.9%)の減少となっている。

まず､歳入面では前年度に比べ町税 1 億 26 万 4 千円(5.4%)の減、譲与税・交

付金 8,604 万 9 千円(17.0%)の増、地方交付税 1億 1,816 万 9 千円(4.7%)の増、

分担金及び負担金 72 万 9 千円(4.6%)の減、使用料及び手数料 5 万 2 千円(0.1%)

の減、国庫支出金 92 万 7 千円(0.1%)の増、府支出金 2,729 万 4 千円(4.7%)の増、

財産収入 15 万 7 千円(0.3%)の減、寄附金 3,245 万 2 千円(13.0%)の増、繰入金

1 億 4,565 万 8 千円(24.7%)の減、繰越金 3,930 万 9 千円(32.1%)の減、諸収入

1,728 万 3 千円(10.6%)の減、地方債 1 億 1,555 万 8 千円(30.5%)の減となって

いる。歳入においては、地方消費税交付金や定額減税の減収補填に伴う地方特

例交付金の増加等により譲与税・交付金が、国税収入の増加により地方交付税

が増加したものの、地価の下落や評価替えにより固定資産税が減少し、定額減

税の実施により個人町民税が減少したこと等により町税が、財政調整基金繰入

金が皆減となったこと等により繰入金が、町道西畑線バイパス化事業の完了に

より地方債が減少した。これにより、歳入全体としては減少となった。

次に、歳出面では前年度に比べ人件費 1 億 5,032 万 8 千円(8.5%)の増、扶助

費 87 万 2 千円(0.1%)の減、公債費 1,051 万 8 千円(1.5%)の減、物件費 2,214 万

6 千円(1.6%)の減、維持補修費 1,531 万 1 千円(11.7%)の減、補助費等 8,656 万

3 千円(12.8%)の減、積立金 4,856 万 5 千円(14.1％)の増、繰出金 1 億 5,188 万

5 千円(11.5％)の減、投資的経費 7,210 万 4 千円（9.5％）の減となっている。

歳出において、人件費は、人事院勧告の影響や退職金の増加等により増加と

なった。積立金は、ふるさと納税（岬ゆめ・みらい寄附金）の増加に伴う岬ゆ

め・みらい基金への積立や財政調整基金への積立が増加となったことで増加と

なった。一方、補助費等は、令和５年度での働く世代応援商品券の配布や事業

者支援金の支給の影響により減少となった。繰出金は、下水道事業会計（下水

道事業特別会計・漁業集落排水事業特別会計）繰出金の減少等により減少と

なった。これにより、歳出全体としては減少となった。

歳 入 総 額 83 億 326 万 2 千円

歳 出 総 額 82 億 1,385 万 3 千円

形 式 収 支 8,940 万 9 千円

翌年度に繰越すべき財源 507 万 2 千円

実 質 収 支 8,433 万 7 千円

単 年 度 収 支 374 万円
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この結果、実質収支 8,433 万 7 千円、単年度収支についても 374 万円となり、

実質収支・単年度収支とも黒字を確保した。

また、財政構造に目を向けると、経常収支比率は 94.5％となっており、高い

水準にあるものの、前年度の 94.6％から 0.1 ポイント改善した。

以上、令和６年度の財政状況について述べたが、実質収支は黒字となってい

るものの、財政構造は依然厳しい状況にある。引き続き、行財政運営に当たっ

ては、行財政改革計画に基づき、定員・給与の適正化や施策・事務事業の見直

し等により歳出の削減を図り、歳入面では税収等自主財源の確保に努めるとと

もに、より一層の簡素、効率的な行財政運営を図り、最少の経費で最大の効果

を得るよう努める必要がある。

５．基金運用状況について

年度中の一時的な収支の不足額を補うため、会計ごとに基金を活用した資金

運用を行っており、一般会計で 73,606 円、国民健康保険特別会計で 2,315 円、

合計 75,921 円の一時借入金利子の支払いとなっている。金利の上昇に伴い、前

年度の支出額 12,212 円に比べて、一時借入金利子は増加となっている。また、

基金預金利子は一般会計で 37 万 4,182 円、介護保険特別会計で 8万 748 円、各

財産区特別会計の合計で 14 万 3,520 円、合計 59 万 8,450 円となり、前年度よ

り 367,417 円の増となっている。

６．預金利子について

歳計外現金の運用から生じる預金利子収入は、一般会計で 39,734 円、各財産

区特別会計の合計で 81 円、合計 39,815 円となり、前年度より 35,843 円の増に

なっている。今後も効率的な資金運用に努められたい。

７．財産管理の状況について

町有財産は、公有財産、物品、債権及び基金に分類され、提出された財産に

関する調書を審査した結果、適正に管理されていると認められる。今後とも、

より一層適正な財産管理に努められたい。


